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  令和６年 10 月～12 月の裁決事例              

Ｑ：令和６年10月から12月の裁決事例が公

表されたそうですが、どのようなものがあり

ましたか？                                        

                                              

Ａ：次のような内容でした。 

【解説】 

さきごろ、国税不服審判所から令和６年10

月から12月の裁決事例(国税通則法関係２件、

法人税法関係２件、相続税法関係１件、徴収税

法関係３件の８件)が公表されました。相続税

法関係に、次のような裁決がありました。 

この事案は、請求人が被相続人が受け取る

べき損害賠償金の額が確定していなかったと

して相続税の期限後申告をしたことについて、

原処分庁が無申告加算税の賦課決定処分をし

たことから、その取り消しを求めて争われた

事案です。 

請求人は、期限内申告書を提出しなかった

のは、法定申告期限において、損害賠償金の額

が未確定だったことから、全ての相続財産を

反映した相続税の申告書を作成することがで

きなかったためであり、故意によるものでは

ない。したがって、期限内申告書を提出しなか

ったことについては、「正当な理由」があると

主張しましたが、審判所は、法定申告期限にお

いて損害賠償金の額がいまだ確定していなか

ったとしても、請求人は、法定申告期限までに

相続財産の額が基礎控除額を超えていること

を把握しており、相続税の申告書を提出しな

ければならないと認識していたにもかかわら

ず、法定申告期限までに提出しなかったので

あるから、「正当な理由」があるとは認められ

ないとして、請求人の主張を棄却しました。 
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